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研究成果の概要（和文）： 

アジア進出日系企業における日本人・現地人従業員間の職場摩擦を定量調査と面談から分析し
た．過去の科研調査（2007-2008 年）及び先行研究から仮定した異文化間の職場摩擦の原因に
なりうる会社（仕事・職場環境）に対する満足度の違い、労務管理手法に関する従業員と日系
企業側の意識の違い、職場摩擦に対する対応の違い、リーダーシップの違いについてタイ王国、
フィリピン・ベトナム・中国にある日系企業現地人・日本人従業員間でその意識の差が職場摩
擦の原因になることが今調査で確認できた。 
研究成果の概要（英文）： 
This paper has identified possible causes of cross-cultural workplace conflicts between 
Japanese and local employees at Japanese manufacturers in Thailand, Philippines, Vietnam, 
and China using quantitative and qualitative analysis. The researcher begins with a 
literature review and then looks into the results of previous research (2007-2008),  
identifying perceptual differences between Japanese and local employees concerning 
workplace satisfaction, methods used by the labor management, the handling of internal 
workplace conflicts, and preferred leadership styles. Through surveys and interviews, 
the researcher has validated these perceptual differences as causes of real workplace 
conflicts between Japanese and local employees. 
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１．研究開始当初の背景 

欧米においては職場における摩擦について

経営原論や組織論の分野で幅広く研究がな

されてきており、Rahim, 2001; Jehn and 

Mannix, 2001; Smithson, 1999; Tyszka, 

1998; Cox, 1991 が摩擦について体系的な研

究を発表しており、Obuchi and Suzuki, 2003; 

De Dreu and Van de Vliert, 1997; Thomas, 

1992 などは職場摩擦に対する管理職の対

応方法の違い等について研究を行って来た。

また職場摩擦だけでなくそれが従業員の働

く動機に与える影響についても研究がなさ

れ Tjosvold, Park, Liu, and Sasaki, 2001; 

Kunaviktikul, Nuntasupawat, Srisuphan and 

Booth, 2000; Janssen et al, 1999; Tompson 

and Werner, 1997; Analoui, 1995 等が論文

を発表している。企業が外国で活動する機会

が増えたことにより、職場摩擦と異文化との

関連性についても研究がなされ、Lee, 2003; 

Roongrensuke and Chansuthus, 1998; Xie, 

Song, and Stringfellow, 1998; Kirkbride, 

Tang, Westwood, 1991; Ting-Toomey, Gao, 

Trubisky, Yang, Kim, Lin, Nishida, 1991; 

Trubisky, Ting-Toomey, and Lin, 1991; Cox 

1991;Triandis, Bontempo, Villareal, Asai 

Lucca, 1988 等が論文を発表している。こ

れらの論文のうち特に Cox, 1991は異文化職

場摩擦を解消できた外国進出企業は経費節

減、職場効率、安定成長等で優位に立ってい

ると、発表している。しかしながら日系企業

を対象にした日本人と現地人との間の職場

摩擦についての研究はほとんどされていな

い。現在アジアに大きく日系企業が進出して

おり、JBIC 等の報告書（2010）では日系の製

造業は今後ともアジア特にタイ、ベトナム、

中国等に工場設立等の投資を続けていくと

しており、現地における経営上の重要点とし

て現地従業員の人材確保、労務管理を上げて

いる。 

このような環境下、今研究者は 2007-2008 年 

異文化間に発生する職場摩擦をより詳細に

分析、在タイ日系企業従業員との面談を通じ

て．（1）人間関係(上下関係、同僚関係等)の

職場摩擦に対する影響（2）リーダーシップ、 

（3）働く動機づけ、（4）職場環境、（5）人

事制度の異文化間の違いと職場摩擦の関係

について調査する必要性を確認、この調査で

は人間関係による職場摩擦対処の違いを中

心に定量調査をタイ、中国及びベトナムで実

施、信頼性を高めて、国文化と職場摩擦等の

相関性を確認する事も並行して行った。人間

関係による職場摩擦対処法の違いは、異文化

による対処法の違いより職場摩擦を助長し

ない事、国文化の違いと職場摩擦間に相関関

係があることが初めて確認された。 

 
２．研究の目的 

日本人と現地人が協働するうえで職場摩擦

の原因となりうる国文化、職場摩擦に対する

対処法、働くことへの満足度およびリーダー

シップ等に関する双方の考え方の違いを明

確にし、それらの違いを分析する事によって

在外日系企業の日本人・現地人従業員の協動

向率を高める方法を提言するのがこの研究

の主目的である。 

 
３．研究の方法 

タイ、フィリピン、ベトナムおよび中国にて

質問票を用いて定量調査を行った。まず日本

語による質問票を作成し、それを英語、ベト

ナム語、タイ語および中国語に翻訳し、各国

で現地調査協力員を通して在外日系企業の日

本人従業員および現地従業員にその質問票に

回答してもらう形式をとった。質問票は当初



の質問票をパイロット調査の後、次のように

項目修正して最終質問票として配った。 

1．会社（仕事・職場環境）に対する満足度 

2．労務管理手法に関する従業員と日系企業の

意識の違い 

3．職場摩擦が発生した場合、相手が日本人の

場合と現地人に対する場合の対処の違い 

4．従業員の期待するリーダーシップと日本人

管理職の現リーダーシップの違い 

最終的にタイ王国・日系企業127社より タイ

人266人・日本人233人、ベトナム共和国・日

系企業10社よりベトナム人423人、中華人民共

和国日系企業・16社より中国人339人・日本人

100人、フィリピン共和国日系企業・39社より

フィリピン人243人・日本人102人の計1706人

の従業員サンプルを得ることができた。 

このデータを SPSS 統計ソフトにインプット

し、共分散分析、因子分析及び回帰分析手法

で解析した。 

 

４．研究成果 

前回調査面談時に明らかになった異文化間

の職場摩擦の原因になりうる下記の事項に

ついて、タイ、中国、べトナムおよび最近日

系企業が注目しているフィリピン

（JBIC2010）について定量調査を実施した。

結果から人事制度、リーダーシップの違いが

異文化間職場摩擦へ与える影響については、

より詳細な調査が必要である事、働く動機づ

け、職場環境の違いについては、異文化間職

場摩擦に影響を与える事が確認された。ただ

職場環境、人事制度については従業員の入社

前の理解と入社後の現実との間に差があり、

これが職場摩擦の原因になっている可能性

もあり、これについて調査する必要があるこ

とも確認した． 

（1）リーダーシップの違い 

（2）働く動機づけの違い 

（3）職場環境の違い  

（4）人事制度の違い 

（5）日本的経営手法と現地経営手法 

の違い（再度調査）、 

（6）上記項目と 7国文化との相関関係 

 

前述のように現地人従業員と日本人従業員

（主に管理職）間で職場摩擦が起こりうる原

因として日本的表現（自虐的な物言いまわし

等）、リーダーシップの違い、働く動機づけ

の違い、職場摩擦に対する対応の違い等が確

認されたが、反面、日本的経営手法（例：終

身雇用等）は影響せず、むしろ現地人従業員

は評価しているような結果も出た。次調査で

は 

（1）どのようなリーダーシップの違いが、

より異文化間に職場摩擦を起こす可能性が

あるか？ 

（2）日系企業の職場環境と人事制度につい

て、企業側から就職希望者に正しく伝わって

おらず、就職後の現地従業員と日本人従業員

（管理職）の間に、これらに対する理解の違

いから異文化間の職場摩擦を起こる可能性

があるのではないか？ 

（3）日系企業の人事制度のうち何が最も異

文間の職場摩擦を起こす可能性があるの

か？を明らかにし、総合的な異文化間職場摩

擦の解消策を提言したい。学術的背景でも紹

介したように、職場摩擦、異文化間労務管理

の違い等について言及した研究はいくつか

散見できるが、在アジア日系企業で、定量調

査に基づいて、異文化間の職場摩擦と個々の

労務管理上の重要点を直接関連づけて行う

調査は今のところあまり無く、在アジア日本

人商工会議所でも、調査結果報告等で高い評

価を受けている。 
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